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１． はじめに 

 名古屋地区は、近い将来に東海・東南海地震に高い確率で見舞われ、強い揺れによって大きな被

害が出ると言われている。また、この地震の前後に、直下で活断層が動くかもしれない。1944 年

東南海地震や 1945 年三河地震を経験した人たちも存命だし、1959 年伊勢湾台風や 2000 年東海豪

雨を経験した人も多い。災害の怖さは、行政マンも企業人も住民もよく知っているはずである。消

防や防災に関わる人間であれば尚更である。しかし、防災・消防担当者の中にも、実際には家具止

めすらしていない人が多い。紺屋の白袴、医者の不養生、とも言うべき状況である。自治体の防災

担当者、消防士、建築物の安全性を担う構造設計者や建築構造研究者の中で、真剣に地震対策をし

ている人は意外と多くない。企業でＢＣＰを策定している担当者や役員の自宅の対策が全くなって

いない、ということも散見する。どうすれば、皆が本気になれるのか、また、地域防災の主役であ

る住民一人一人を具体的な防災行動に誘導できるのか、私たちも模索が続いている。来るべき地震

に襲われるまでに、わが国の建物の殆どの耐震化を終えておかなければ大変なことになる。そのこ

とに対する危機感の共有もなかなか進まない。本稿では、私の周辺での活動事例を紹介しながら、

どのようにすれば具体的な耐震化行動に誘導できるのか、一緒に考えるための事例を提供したい。 
 
２． 四川と東北の地震から学ぶこと 

本年 5 月 12 日に中国・四川大地震が、6 月 14 日には岩手・宮城内陸地震が発生した。私たちは

二つの地震から、何を学ぶべきだろうか。四川大地震のマグニチュードは 8.0、死者・行方不明者

は約 87,000 人、負傷者 36 万人、倒壊家屋 799 万棟、損壊家屋 2,459 万棟で、被災者は 4,624 万

人、被害金額は 15 兆円に及ぶ。地震規模の大きさに加え、住宅や小中学校などの建物の耐震性の

低さが被害を甚大にした。震源近くの山間地は土砂崩壊により、道路や河川が閉塞して孤立化し、

救命、援助の遅れなどを招いた。多くの被災者が住む家を失い、３３０万張りのテントが必要とな

ったが、世界最大の生産量の中国でも１日３万張りの供給が限界で、行き渡るには数か月かかった。

世界が有する災害対応力の限界が明らかとなった。 
一方、岩手・宮城内陸地震のマグニチュードは 7.2、23 人の死者・行方不明者が出たが、建物の

全半壊は 14 棟、一部損壊は 687 棟、火災も 4 件だった。地震の規模は、6,400 人余の死者と 10 万

棟もの全壊家屋を出した兵庫県南部地震とほぼ同じだが、震源が山間地だったため、土砂崩壊は多

く発生したものの、人的・物的被害は比較的軽微にとどまった。 
二つの地震災害から学ぶことは多い。第一に、四川大地震のような大被害となると、全世界から

の支援にも限界があることである。そして、多くの犠牲者が出た原因は、山の崩壊と耐震性不足の

建物にあり、住む場所と建物の良否が生死を分けることが明らかになった。また、建物が燃えない

材料で造られ、家屋が密集していなければ、延焼火災は発生しないことも教えている。 



一方で、中国にとっては被災面積・被災者ともに国全体の 5％程度以下で、被害金額も国内総生

産（GDP）360 兆円の 4％程度であり、為替や株価の変動はわずかだった。国力と被害の比は、国

全体の影響のバロメーターとなる。被災面積、被災者、犠牲者の国全体の面積、人口比をみると、

四川大地震の被害は、兵庫県南部地震の被害とほぼ同程度であることが分かる。 
兵庫県南部地震と岩手・宮城内陸地震の被害の違いは、大都市の地震危険度の高さを教えている。

災害は人間社会が生み出す。今世紀前半に発生が懸念される東海・東南海・南海地震では、被災地

は西日本の広域に及び、犠牲者は 3 万人弱、被災者数千万人、全壊建物 100 万棟弱、経済被害は

80 兆円程度と推計されている。首都直下地震や大阪の上町断層の地震も同規模の被害を出す。人

的、物的被害は四川大地震と同程度だが、国民の 3 分の 1 が被災し、GDP の 2 割弱、国家予算規

模の被害を被れば、まさしく国難である。 
これを回避するには、私たち一人ひとりが地震に備えることの大切さを自分のことと認識して、

建物の耐震化を進めるしかない。 
 

３． 住宅の耐震化を促進するには 

来るべき地震の被害量を私たちの社会の有する対応力以下に抑え込まなければ社会は破綻する。

何より優先すべきなのは、人口が集中する大都市を壊れないまちに直すことである。三年前に小泉

元総理は地震防災戦略を策定し、十年で災害被害を半減するために、建物の耐震化率を 90％にす

ると誓った。また、これを促進するために耐震改修促進法を改正し、災害被害を軽減するための国

民運動作りにも着手した。しかし、住宅の耐震化の進捗状況は芳しくない。耐震化や家具固定など

の備えを抜本的に進めなければ、住民は自らが被災し、甚大な被害に対応することができず、わが

国社会も破綻することが分かっている。しかし、備えの行動への動きは遅い。いやなことは考えた

くない、面倒なことは避けたいという人間の性（サガ）が原因かもしれない。耐震化のように、直

接的にメリットを感じにくいことを進めるには人間心理を理解した促進策を考える必要がある。 
  私たちが具体的な耐震化行動を行うときには、①地震危険度の高さを理解し、②耐震化の必要

性を十分に納得した上で、③我が身の危険とその回避行動の重要性をわがこととして思い、④耐震

化行動に移ることを決断した上で、⑤具体的な実践行動を行う、というプロセスを踏む。このプロ

セスを念頭に耐震化の促進を行う必要がある。そのときに、「ひと」＝人の意識・人の育成、「こと」

＝知識・制度、「もの」＝技術・良い工法、「かね」＝助成・お得感、の４つのハードルを克服しな

ければならない。 
 
１）地震危険度を科学的に理解する 

地震危険度の「理解」のためには、地震災害に関わる科学的知識が基本となる。兵庫県南部地震

以降、地震調査研究推進本部を中心に、サイエンスの立場から様々な研究成果が提示されている。

大学の地震防災研究者がその研究内容を分かりやすく提示すれば、市民の科学的な理解も深まると

思われる。また、学校教育における理科などの教科学習も役に立つ。ただし、これらの科学的知識

は机上のものであり、単なる知識の獲得のみでは、具体的な防災行動には結びつきにくい。 
筆者らは、大学研究者の持つ科学的知識を広く普及するための手段の一つとして、2001 年より、

大学研究者とメディアの有志とで、「マスメディアと研究者のための地震災害に関する懇話会：

NSL=Network for Saving Life」を催してきた（図 1）。この勉強会では、地震防災に関する基礎知識や



防災関連の話題について勉強を進めている。その後、行政や技術者にも輪が広がり、現在までに約 60
回の勉強会が開催されている。NSL を通したメディア・行政・研究者の協働は、良質な地震防災特別番

組や特集記事を作り出すことに貢献し、これを介して、正しい科学的知識を市民に普及することに寄与

してきた。 
また、筆者が所属する名古屋大学大学院環境学研究科が同時期の 2001 年 4 月に誕生した。この研究

科は、名古屋大学のアカデミックプランに基づいて構想された文・工・理連携型の研究科である。理学

系の地球環境学専攻、工学系の都市環境学専攻、人文・社会科学系の社会環境学専攻の 3 専攻から構成

されており、持続可能でかつ安全・安心な社会の構築を目指して、現代社会が直面する地球環境問題や

防災問題などに、「Think Globally, Act Locally」と言うスタンスで学問分野を超えて取り組んでいる。 
「社会・心理」・「地球科学」・「建築・土木」の研究者が協働して防災研究を実施する体制を整えると

共に（図 2）、2001 年末には、研究科の有志で地震防災ホームドクター宣言をし、地震災害軽減のため

に、研究者がホームドクター的な役割を担うことを誓った。2002 年度には、文部科学省の地域貢献特

別事業として「中京圏における地震防災ホームドクター計画」が採択され（2005 年度からは名古屋大

学総長裁量経費により継続）、その後、教育・研究・社会貢献の一環として、地域防災を担う人材の育

成と人的ネットワークの構築（ヒト作り）、地域防災の基礎となる研究の推進（コト作り）、地域防災を

推進するための道具作り（モノ作り）などの活動を継続してきてきた（図 3）。 
さらに、2003 年には、新築なった環境総合館に地域防災交流ホールを開設し、地域住民の啓発用教

材の展示・貸与、地域防災研究資料の閲覧、防災活動への会議スペースの提供などを始めた（図 4 参照）。

この部屋には、防災拠点創成・地域協働支援システムも設備し、効果的な防災学習や災害時対応の環境

も整えた。防災マインドを持った人たちが、ここを訪れて、活力をつけ、知識を得て、大学人の応援を

もらいながら、地域に戻って防災啓発活動に勤しんでくれている。 

図 1 マスメディアと研究者の勉強会：NSL 図 2 名大・環境学研究科の安全安心プロジェクト 

図 4 名大・環境総合館の地域防災交流ホール図 3 ヒト・コト・モノのホームドクター計画



２）耐震化の必要性を納得する 

耐震化行動に結びつけるには、科学的知識を個人の意識変化に結びつけ、耐震化の大事さを「納

得」する必要がある。このためには、過去の災害の歴史や現代社会の災害脆弱度への理解を通して、

地震危険度に関する科学的知識が、「腑に落ちる」必要がある。この際に、まちの歴史などの調べ

学習、防災探検などの地域歩きや耐震実験などの体験・体感学習が役に立つ。また、DIG（災害図

上訓練）などを活用した防災ワークショップも、互いに気づき合い学び合うには効果的である。こ

の種の学習には、学校での社会科や技術家庭科、総合学習の時間などを活用できる。心から納得す

れば、科学的知識が人間の意識変化に繋がったり、科学が具体的な技術へと還元されていく。 
筆者らは、愛知県が進める小学校での親子防災学習や、中学校での耐震出前講座、高校生防災リ

ーダー育成などの中で、調べ学習や体験学習を行うと共に、あいち防災リーダーや地域のボランテ

ィア団体と共に、防災ワークショップ活動や、地域が主体となった防災フェスタ（図 5）などを行

ってきた。また、これらの活動を支援する教材として、耐震実験教材「ぶるる」を開発したり（図

6、http://www.sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp/ laboFT/bururu/）、耐震化の必要性を納得できる新城市防

災学習ホール（図 7、http://www.city.shinshiro.lg.jp/index.cfm/1,3310,141,687,html）を作ってきた。 

図 5 地域住民・ＮＰＯ・大学研究者が主体となった手弁当の防災フェスタ 2007in 名古屋大学 

図 7 気づき学び実践する新城市防災学習ホール図 6 耐震実験教材「ぶるる」を用いた体験学習



３）耐震化の問題をわがことと思う 

さらに耐震化の問題を「わがこと」と思うには、地震災害が自分の家庭や地域、組織の問題だと

実感する必要がある。自然との距離が大きくなった現代は、災害を実感する場が減っている。かつ

ては、地域や家庭は、自然と間近にあり、地域の古老や、大家族の中の祖父母が災害体験を子供た

ちに伝承していた。地名の中に災害の危険情報を残しつつ、災害危険度の小さい住まうべき場所と、

洪水により肥沃になった農作物を作る場所とを厳然と分けていた。また、子供のときから自然の中

で遊ぶことで、自然の怖さも実感していた。互助を基本とした地域社会の中で、自然と折り合いを

付けるための創意工夫や習慣が家の中に多数残されていた。こういった環境を失った現代社会では、

住民一人一人が、自分の地震危険度を実感できるようなハザード情報の提供が必要となる。 
そこで、筆者らは、名古屋市や新城市などで、住民が自分の家を確認できる解像度である 50m

メッシュのハザードマップ作りを行うと共に、住民の自発的防災行動を誘導するため、住民一人一

人の危険度を知らせる「地域防災力向上シミュレータ」を開発してした（図 8）。WebGIS 上で自

宅の位置を選び、家屋情報を入力すると、地盤の揺れや家屋倒壊危険度、家具転倒危険度を予測し

図 8 住民の防災行動を誘導する地域防災力向上シミュレータと統合型地震応答体験環境「BiCURI」



てくれる。住民に地震危険度をわがこととして伝えることで、具体的な耐震化行動や、地域での防

災活動を促すことを狙っている。現在は、愛知県防災局のホームページ上で「防災学習システム」

（http://www.quake-learning.pref.aichi.jp/）として運用されている。さらに、このシステムで予

測された敷地の揺れや我が家の部屋の揺れをリアルに再現する統合型地震応答体験環境「BiCURI」
（http://www.sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp/BiCURI/aboutBiCURI.html）の開発も行った。将来、

自分自身が体験する揺れや被害状況をリアルに体験することで、耐震化の問題をわがこととして考

えるきっかけになることを期待している。 
４）耐震化の実践を決断する 

さらに、住民に「決断」を促すには、もう一押しが必要である。その気になっていてもなかなか

決断できない人に対しては、地域や職場の人、子供などの身近な人の一言が決断を促す。この際に、

地域や職場を愛するキーパーソンが一押しをする啓発の担い手になってくれると心強い。もう一つ

必要なことは、解決策を分かりやすく示すことである。地域の信頼できる建築士が、地域住民のよ

い相談役となり適切な工法を助言すれば、決断を促すことができるだろう。 
ちなみに、愛知県では、地域での啓発の担い手として「あいち防災リーダー」を約 1000 人育成

すると共に、災害時にボランティアをコーディネートする「災害ボランティアコーディネータ」、

地域での防災まちづくり活動をサポートする「防災まちづくりアドバイザー」、耐震化の相談相手

となる「耐震化アドバイザー」などを育成し、地域での防災活動をサポートする人的資源を養成し

てきた。さらに、地域ぐるみの耐震化を推進するために、愛知県下の３国立大学法人の耐震研究者

が、愛知県・名古屋市の建築部局や地元建築技術者と協力して、「あいち建築地震災害軽減研究協議会」

を設立し、耐震化の促進のための安価な改修工法の開発、耐震化戦略の立案、耐震化アドバイザーの養

成、中学校出前講座やローラー作戦を通した地域の耐震化啓発などを進めている。これは、耐震化のた

めに地域の建築界が、産官学で一致協力して取り組む全国的にも珍しい試みである。 
５）実践をサポートする 

そして最後に、「実践」をサポートする体制作りも必要になる。信頼できる工務店の台帳を作っ

たり、耐震化を促進する助成制度や、耐震化がメリットとなるような税制・保険面の優遇制度を作

る必要もある。場合によっては、耐震基準の不遡及の原則を覆すことも必要であろう。 
 

４．おわりに 

筆者周辺では、上述の課題を克服しつつ、地域の様々な人の連携が進み、地域ぐるみの活動が始

まっている。防災の担い手作りも進み、各種の活動環境も整ってきている。 
2007 年 7 月には、国民運動の愛知県版とも言える「あいち防災協働社会形成推進協議会」が設立さ

れ、地域で耐震化を推進するための地域ぐるみの組織作りもできはじめている。同年 10 月には「安城

暮らしと耐震協議会」が、2008 年 1 月には「木造耐震ネットワーク知多」が設立され、他の地域でも

地域組織の準備が進みつつある。その結果、耐震化の主役である住民が、自発的に行動を始める機

運ができてきた。まだ数的には不十分ではあるが、耐震化先進地の一つにはなりつつあるようだ。 
こういった活動は、外からも見えるようになり、防災面での「恐るべし名古屋」と言われるように

なってきた（「防災でも元気印！ 恐るべし名古屋 その仕掛け人たち」（時事通信社））。筆者も、地震

防災研究に携わる大学人として、地域の地震被害の軽減のためできる限りのことをしたいと思っている。 

（名古屋大学大学院環境学研究科 052-789-3757 fukuwa@sharaku.nuac.nagoya-u.ac.jp）


